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１. TEPCOの概要

2016年度より、TEPCOグループはホールディングカンパニー制に移行
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2. サステナビリティに関する体制

ESG推進室の機能構成

ESG委員会（委員長：社長）にてサステナビリティ関連のデーマを審議。CNはTFを設置し
て集中審議。また、ESG推進室（2019~）は「守り」と「攻め」の機能構成
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ESG関連ガバナンス体制
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3. 統合報告書2023の基本構成

• TEPCOグループの「Mission」「Vision」
Vision ~「カーボンニュートラル」や「防災」を軸とした価値創造により安全で持続可能な社会の担い手として

信頼され選ばれ続ける企業グループを目指します～

• ４つのマテリアリティごとに、ロードマップ・目標・進捗・戦略・具体的な取り組みを記載
• CN戦略（TCFD)、TNFD、人的資本、人権、知的資本、ステークホルダーエンゲージメントの非財務面も注力

• Vision実現に向けた４つのマテリアリティ
①安心・安全なカーボンニュートラル社会への貢献、②事業基盤の強化、
③原子力事業の信頼回復、④復興と廃炉の両立

• Vision実現に向けたトップメッセージ
CEO（社長） ~お客さまの期待を超える価値を自らの手で創り出し、提供する~
CFO（副社長） ~目標利益の創出には、カーボンニュートラルが鍵~

トップコミットメント

マテリアリティと
経営戦略

価値創造を実現する
ための全社戦略

TEPCOグループの
めざす姿と価値創造

コーポレート
ガバナンス

• 会長メッセージ ～守りと攻めの両面から経営を監督し、TEPCOグループの持続的成長を支えます～

Data Section • 財務・非財務目標一覧や財務情報、ESG情報、SASB INDEXを掲載
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５. サステナビリティ開示戦略

電力事業者として、1990年代より環境行動レポート等で環境関連情報を開示
TCFD対応等、気候変動関連の開示には早期より取り組み、近年は人的資本の開示も推進

エンゲージメントを踏まえた主な取り組み強化項目

E

2019：国内エネルギー企業初のTCFD提言賛同とシナリオ分析実施
2020：2030年度CO2削減目標（2013年度比▲50%）の設定
2021：カーボンニュートラルロードマップの策定
2022～：生物多様性（TNFD）に関する対応を開始

Scope3（サプライヤーのCO2排出量）の把握

S
2022：グローバル基準に則った人権方針策定、人権DD開始
2023～：人的資本の指標の体系化、人的資本ROIの策定

G

2021：取締役のスキルマトリクスを作成
2023～：全執行役の業績連動報酬指標にCO2排出量の削減実績

をKPI設定
サステナビリティ関連財務情報の基準化への対応
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空白の6年
福島第一原子力

発電所事故
「統合報告書」

発行開始

７. ESG情報開示評価の推移～Bloombergスコア 5

ESG情報の開示を進めたことでスコアは向上（Bloombergの例）
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気候関連
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１．日本のエネルギー自給率

出典：資源エネルギー庁資料

我が国は資源に乏しく、エネルギー自給率は１割程度（‘１９年度）と非常に低い
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２．日本におけるエネルギー政策の基本方針

出典：資源エネルギー庁作成資料を一部更新

エネルギー供給は、安全性を大前提に「安定供給」「経済性」「環境」のバランスが肝要
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３．再エネ主力電源化に向けた主要な課題 9

電力安定供給には需要と供給の同時同量が必要。出力が気候に依存する再生可能エネ
ルギーは、需給バランスや電力品質（周波数、電圧等）に影響するため、対策が必要

（出典）東京電力パワーグリッドHP



© Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved

４．日本のカーボンニュートラルに向けたトランジション方針

2050年カーボンニュートラルの実現には「電源の脱炭素化」と「電化」が前提

出典：経済産業省 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」
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４．日本の2030年エネルギー構成

我が国のエネルギー構成は、2030年度の温室効果ガス▲46％削減目標を踏まえ野心的

（出典） 経済産業省HP
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【短 期】非効率な石炭火力発電の削減
【中長期】アンモニア・水素の活用

→ 火力のゼロエミッション化

火力

【短 期】太陽光発電が普及
【中長期】洋上風力発電が増加

→ 再エネのベースロード化
再エネ
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５．日本の2050年カーボンニュートラルの世界観（当社試算）

エネルギーの地産地消が拡大し、エネルギーフローは、化石燃料から再エネや原子力、水素・ア
ンモニア等のCO2フリーエネルギーへと変化
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（出典）統合報告書2023
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６．CN・GXに関する政策動向

我が国は、2020年に2050年カーボンニュートラルを表明して以降、グリーン成長戦略の
策定・具体化を進め、2023年にはGX基本計画、GX推進法及びGX脱炭素電源法を策定
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出典：中部経済産業局 カーボンニュートラル推進室「カーボンニュートラルに関する政策動向」
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７．カーボンニュートラル施策毎の費用対効果（当社試算）

カーボンニュートラル社会の実現に向けては、費用対効果の高い「需要側」の電化が有効
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８．当社の気候変動関係のリスク・機会と対応戦略 15

（出典）統合報告書2023



© Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved

９．CN戦略におけるビジネスモデルの変革

従来の電力販売事業に加え、需要側の設備サービス事業にビジネスモデルの軸をシフト
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（出典）統合報告書2023
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10．移行計画 ～戦略・指標と目標～ 17

（出典）統合報告書2023
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人的資本
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トピック２：人的資本における課題
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従業員数はこの10年で約1万人減少
電気事業を支える人材を確保が必要

電力自由化により販売電力量は減少
事業構造変革や経営基盤強化による

事業成長を目指す

①電力事業を支える人材の安定的な確保と、②事業構造変革と経営基盤強化に向けて重
要経営課題に必要な人財の確保の両輪で、「両利きの経営」を加速
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①電気事業を支える人材 ②重要経営課題（DXや事業創造等）に必要な人材

両利きの
経営
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トピック２：電気事業を支える人材の安定的な確保

電力プロフェッショナルの育成強化
電力の安定供給に必要な技術・技能とその水準を明確化し、多能工化も進めながら、安全・
品質・効率の磨きこみや技術・技能の継承を推進
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（「配電」と「送電・変電」と職種をまたぐ）
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トピック２：重要経営課題に必要な人財の確保

重要なスキル領域（DX、事業創造、海外事業、法務）を特定し、担い手となる人財を
質・量ともに計画的に確保
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トピック２：人的資本における指標と目標の管理 22

KPIの設定
人的資本投資の効果を定量的に測る総合KPIとして「人的資本ROI」を設定し、この向上に
向け設定した優先領域・主要なKPIにもとづき成果や進捗を評価
優先領域の一つとして「両利きの経営」に関する領域があり、経営リーダー育成等に取り組み
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